
第４９期（期末）

旭化成レオナ繊維株式会社

金　額 金　額
円 円

［資産の部］ ［負債の部］ 285,014,656

流 動 資 産 251,570,736 流 動 負 債 167,427,056

現 金 及 び 預 金 0 未 払 住 民 税 872,200

売 掛 金 0 未 払 事 業 税 1,747,600

前 払 費 用 397,850 未 払 消 費 税 12,914,700

立 替 金 221,596,441 未 払 金 6,359,800

未 収 入 金 0 未 払 費 用 62,239,006

そ の 他 0 預 り 金 386,750

繰 延 税 金 資 産 29,576,445 賞 与 引 当 金 82,907,000

固 定 資 産 35,805,424 固 定 負 債 117,587,600

有形固定資産 0 退 職 給 与 引 当 金 117,587,600

無形固定資産 0

［純資産の部］ 2,361,504

投　資　等 35,805,424

繰 延 税 金 資 産 35,805,424 株 主 資 本 2,361,504

資本金 11,000,000

利益剰余金 -8,638,496

(1)利益準備金 2,750,000

(2)その他利益準備金 -11,388,496

　　別途積立金 402,258

　　繰越利益剰余金 -11,790,754

（うち当期純損失)( 4,535,009)

資産合計 287,376,160 負債及び純資産合計 287,376,160

貸 借 対 照 表

【平成28年3月31日現在】

科　　目 科　　目



第４９期（期末）

個別注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） （会計処理方法の変更）

１．資産の評価基準及び評価方法 １．リース取引に関する会計基準等の適用
「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号　最終改正平成19年3月30日）

（１）有価証券　・・・　該当事項なし 及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号
（２）棚卸資産　・・・　該当事項なし 最終改正平成19年3月30日）が適用されることになったことに伴ない、所有権移転外

ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理から通常
の売買取引に係る方法に準じた会計処理に変更し、リース資産として計上している。

２．固定資産の減価償却の方法
２．関連当事者の開示に関する会計基準の適用

（１）有形固定資産（リース資産を除く）　・・・　該当事項なし 「関連当事者の開示に関する会計基準（企業会計基準第11号平成18年10月17日）
（２）無形固定資産（リース資産を除く）　・・・　該当事項なし 及び　「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用
（３）リース資産　・・・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 指針第13号　平成18年10月17日）を適用している。

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法。
３．資産除去債務に関する会計基準の適用　（追加情報）
「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準18号）及び

３．引当金の計上基準 「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号）
を適用している。

（１）貸倒引当金　・・・　該当事項なし
（２）退職給付引当金　・・・　従業員の退職給付に備えるため、当期末における

　　　　　　　　　　　　　退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上 （株主資本等変動計算書に関する注記）
　　　　　　　　　　　　　している。 １．当該事業年度の末日における発行済み株式の総数

（３）役員退職慰労引当金　・・・　該当事項なし 　　普通株式 22,000　株　

（関連当事者との取引に関する注記）
４．消費税等の会計処理方法 １．該当事項なし。

　　消費税等の会計処理は、税抜方式によっている。 （重要な後発事象に関する注記）
１．該当事項なし。

５．連結納税制度の適用 （その他注記）
１．該当事項なし。

　　連結納税制度を適用している。


